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１．はじめに

本報告では、益城町を事例として、宅地化地域と純農村地域における2つ地域づくりのの取り組みの実態分析を通して、参加協働論的な地域づくりのシステムが持続可能な地域社会の創造にどの程度資するものかについて検証する。住民参加の地域づくりが実際に行われている２つの具体的事例を取り上げ、その政策的な効果と問題点を明らかにし、持続可能な地域社会の創造に資する役割と政策的支援の方向性について提言したい。
２．政策提言の内容と背景
　１）政策提言の内容

　発表者の政策提言は以下の３点である。
1 様々な地域活性化のための取り組み事例や地域維持・再生の取り組み事例を検証することの重要性を提言する。それら様々な取り組み事例には、成功したものとそうでないものに大別される。双方の事例を検証し、要因分析をすることを政策担当者に勧めたい。とりわけ、行政担当者は後者の成功していない事例については、前面に出すことを避けがちの姿勢をとる場合があるし、要因分析もしないケースが多いと思われるからである。
2 純農村集落の集落維持機能の分析をし、その機能上の優れた点を、都市地域での地域づくりに応用することの重要性を提言する。純農村地域の集落では、伝統的な集落維持システムが現在でも存在すると思われるからである。具体的には、「参加と協働の理論」の原型となる集落維持機能のシステムが認められることが推測される。
3 今後も参加協働型の地域づくりが、持続可能な地域社会の創造に直結すると仮定すれば、「お金をかけず知恵と工夫で乗り切る」組織づくりと、集落と地域の変質によっても継続できる条件を備える組織づくりが、地域づくりの成否の鍵を握ると思われる。従って、この２つの観点を重視しながら、政策担当者が、地域の実状と課題を踏まえた参加協働型の地域づくりシステムを構築する重要性を提言する。

２）政策提言の背景

上記の提言の背景を述べると、以下のようになる。

現代では、少子高齢化が進行し、地域社会の人口構成状況が大きく変化するなか、住民同士の協働も難しい状況に直面している。このような社会のなかで「参加と協働」論の原理を地域の活性化に活用している事例が多い。
現況の社会情勢においては、国も地方自治体も財政困難な状況にある。末端の自治体である市町村においては、それが顕著に認められる。こうした状況を打開するために補助金に依存せず、つまり、なるべくお金を使わず、地域や住民の知恵と工夫で乗り切ろうとする動きが見られるようになった。住民が、よりよい暮らしを手に入れるために、行政依存型から市民自治型への脱皮を模索する動きでもある。
このような状況下で、多くの農村が様々な取り組みを始めている。また、都市部でも自らの住む地域をよりよい地域にするために、都市住民がスクラムを組んで様々な地域活性化の取り組みを始めている。しかし、農村部や都市部の地域活性化のための実践事例をみると、その中には、成功したものとそうでないものが認められ、それぞれの成功、不成功（失敗）の要因を分析することが、今後の後発の地域づくりの取り組みにいかせるものと思われる。
３．取り上げる課題の重要性と問題分析の視点

　１）取り上げる課題の重要性

　地域づくりが上手くいかない最大の原因は、「地域の実状の把握と課題の抽出」がなされないで、地域づくりに着手していることにあると、発表者は踏まえている。参加協働理論に基づく地域づくりがいかに有効であるとしても、「地域の実状の把握と課題の抽出」を前提として行なわなければ上手くいかない。人々が暮らす生活の場としての地域は、様々な自然的条件、社会・経済的条件を具備している。従って、金太郎飴的な画一的な地域づくり政策は、地域の実状や地域が抱える課題を無視した無謀な政策に他ならない。「地域の実状の把握と課題の抽出」に取り組んだ上で、政策的な支援の方向性を探るのが、遠回りでも地域づくりの王道と言えよう。上述の点に、本発表のタイトル「参加と協働理論に基づく地域づくりの課題と政策的支援の方向性」設定理由と取り上げる課題の重要性が指摘できる。

２）問題分析の視点
　本発表では問題分析の視点として、荒木昭次郎熊本県立大教授が提唱した「参加と協働論」の中の、以下の２つの論と条件を検証することにした。
1つは、「七人の侍論」の検証である。七人の侍とは、参加と協働型の地域づくりを成功に導く人材のことである。具体的には、①発案者②リーダー③仕掛け人④推進者⑤後援者⑥仲介人⑦同調者を指す。検証の対象事例で、これら七人の侍が存在するかを探る。
２つ目は、「協働の仕組みづくりに必要な５つの基本的条件」についての検証である。５つの条件とは、①　目的・目標を共有し、相互に理解し、②　対等な関係で同じ目的意識のもと、③　互いに補完し合いながら④　自己責任と役割分担を明確にして、⑤　尊重しあいながら協働を進めましょう、の５つである。
　３）研究の手法

　本研究は、以下のような手法と手順で行なった。

①研究の対象地域を益城町に設定した
②地域づくりの事例を２つ選定した（農村集落の集落維持事例、都市部の地域づくり事例）
③研究対象地域の実状把握の一例を提示する（衛星画像と地形図の判読によって）
④取り組み２事例の事例紹介と分析をする
ア）　事例から学んだ政策的支援の方向性を探る
イ）　参加と協働論の有効性と応用のあり方を探る

４．研究対象地域と検証対象事例

１）研究対象地域の概要
　益城町の地域性を概観すると以下のようになる。自然的には、北に平坦な台地の畑地帯が存在し、東・南には広い低地の水田地帯が存在する。阿蘇外輪山、冠ガ岳に源を持つ木山川が東から西に向かって流れ谷底平野が発達し、水田地帯を形成している。西は、熊本平野に連なり、その東域をなす。丘陵と平野の境には豊富な湧き水、自噴池がいくつもありこれらが集落の立地を有効にしてきた。
社会経済的には、近年の熊本市の都市の拡大が益城町の中心地まで到達し、熊本市と連続した市街地を形成している。このため、町の市街化区域はとりわけ市電の終点の健軍から南は旧住民と新住民が混住する地域となっている

益城町の南東部には、第二種兼業農家の卓越が著しい農村が存在する。飯野、福田、津森地区などがそれである。小学校の統廃合（中央小学校＝福田地区＋木山地区）が、農村部の衰退に拍車を掛けている。
　
２）研究対象地域の2事例の概要
　益城町は、熊本都市圏の東部に位置し、町域の西側が熊本市の市街地と連続した宅地化密集地域になっている。市街地が拡大した、典型的な混住化社会の要素を呈している。ここでは、「都市と農村が交流する文教の里づくり」をテーマに、都市住民（新住民・旧住民）と農村住民（旧住民）が共に参加するワークショップが設置され、町づくりのアイディアの宝箱的な機能を果たしている。町域を流れる河川の除草や清掃活動では、協働的機能が発揮され環境の整備及び地域の絆を深める起爆剤となっている。

一方、それ以外の地域は純農村的な性格を有し、広大な田畑が広がっている。農村地域での取り組みにおいては、旧住民同士によって以前から構築されてきた参加と協働型の住民組織が現在も、上手く機能している。具体的には、消防団、水田かんがい組織、及び集落の「組」運営などである。以上の、宅地化地域と純農村地域における2つの取り組みを基に、参加協働論的な地域づくりの取り組みが地域社会の創造にどの程度資するものかについて取り挙げる。
５．参加協働論に基づく地域づくりと本提言の位置づけ
荒木（2008）によれば、「協働とは、異なる能力、技法、規模、ノウハウなどをもつ複数の主体が共有目標を達成していくために、対等な立場で異質性を発揮しつつ相互連携しあい、より大きな成果を生み出す協力・連携活動システム」としている。また、住民同士の協働や行政同士の協働で生じた限界を乗り越えていくためには「住民と行政との協働」が必要であり、これにより、地域が抱える問題を的確迅速に、効率的に、効果的に、そして民主的に解決されることが期待できるとしている。先の協働の仕組みづくりに必要な5つの基本的条件は、①目標の共有化、②主体間の並立・対等性の確保、③補完性の確保、④責任の共有、⑤求同存(尊)異の原則確立を意味している。
「参加と協働」論の原理を地域の活性化に活用している事例が、益城町でも展開されている。具体的には、住民参加の地域づくりが、混住化社会の特徴を活かした取り組みとしてなされており、地域住民のボランティア団体や小・中学校と行政が協働で地域活性化に取り組んでいる。これらの取り組み実態を図化したのが、図１、２である。
秋津川流域では、「都市と農村が交流する文教の里づくり」が展開されている。そこでは、都市再生整備計画の策定にあたり、住民サイドの関係団体と行政が協働でワークショップの開催や、計画内容への反映を行っている。その背景には、①都市と農村の交流の機会を失っていること、②地区内の回遊性を高めることで交流人口の増加を図り、その波及効果として地域の活性化が図られること、などがある。

計画区域の整備方針には、①文化・交流拠点の形成、②区域内の一体化と回遊性の確保、③まちづくり活動の推進の3点を挙げている。都市と農村部の境にある秋津川沿岸の整備を核として事業が進められており、秋津川流域大掃除&花いっぱい活動やEM菌を使った川の浄化などが、住民と行政の参加協働でなされている。

また、農村部では旧住民同士の協働システムが今も上手く機能している。具体的には、消防団、水田かんがい組織、集落の「組」運営などであるが、これらが現在でも上手く機能しているのにも、先の5つの協働の仕組みづくりの基本的条件が関わっている。これら複数の集落運営の取り組みの実態を、土山地区を研究対象集落を例に図化したのが、図３、４である。

本集落の取り組みにおいては、旧住民同士によって以前から構築されてきた参加と協働型の住民組織が現在も、上手く機能している。特に図３、図４では、消防団、水田かんがい組織、及び集落の「組」運営など以外にも多様なタイプの多様な取り組みがなされている。図３での住民参加の囲みがそれらであり、図４では、中央の３つの輪で示されている農業、生活、年間行事運営などがそれらである。

以上のことから、宅地化地域と純農村地域における2つの取り組みでは、参加協働論的な地域づくりの取り組みが地域社会の創造に相当程度大きく資しているものと思われる。これらの事例は、衰退する農村や都市の再生においても応用が可能と思われる。その場合、再生後の理想の姿を目標として描くこと、参加と協働のシステムとその仕組みづくりを図ることと、再生対象地域の実状と再生課題を踏まえることなどが前提である。
また、「七人の侍論」と「協働の仕組みづくりに必要な５つの基本的条件」について、当該２事例における検証では、ほぼその論理と条件が合致しているように思われる。文教の里づくりでは、すべてが合致しているように見受けられる。ただ、七人の侍の中に、コンサルタント業者をどう位置づけるか、人によっては複数の侍役をこなしているようにも見受けられる点などにおいて、今後更なる精査が必要である。本土山集落の集落維持機能においては、基本的条件の②対等的な関係で共通の目的意識を持つことについてのみ、現在の農業集落の維持機能としては、再考の余地がある。年配者・リーダーの意思と慣行が優先されているケースも見受けられるからである。加えて、秋津の事例では基礎的集落に住む旧住民とその親戚縁者が七人の侍の役を引き受けているようであり、行政担当者もその中に含まれるようである。
図１【文教の里研究フローチャート】











　　　　　　　　　　　　　　　　

図２【参加･協働論による文教の里づくりシステム】









　　　　　　　　　　　　　　　　

図３【本土山地区研究フローチャート】












　　　　　　　　　　　　　　　　

図４【参加・協働論による本土山の集落機能の維持システム】












　　　　　　　　　　　　　　　　
６．おわりに（まとめと今後の課題）
現代では、少子高齢化が進行し、地域社会の人口構成状況が大きく変化するなか、住民同士の協働も難しい状況に直面している。このような社会のなかで「参加と協働」論の原理を地域の活性化に活用している事例が、益城町でも展開されていた。具体的には、住民参加の地域づくりが、混住化社会の特徴を活かした取り組みとしてなされており、地域住民のボランティア団体や小・中学校と行政が協働で地域活性化に取り組んでいた。

　このことは、荒木が指摘しているニューローカリズム（新地方主義：ヒューマニズム、参加民主主義とシェアリングを哲学的基盤とするもので、国家の枠を越えて世界の連携を結ぶ思想）が、身近な生活の場の復原・再生に当てはまるものと私は考える。ニューローカリズムの実現への指導理念「自治と連帯」は、「地方自治理念への復原を目差す、地域における参加デモクラシーと参加型分権制への志向にほかならない」と荒木が指摘するからである。「デモクラシーの実質化には、地域住民がもっとも身近な政治に積極的に参加し自ら自治の担い手になり、その実現のエネルギーを、地域を基礎とする連帯でもって集結していかねばならない。」とする荒木の理論については、今後の研究の取り組みにおいて更なる検証を行いたい。

参加・協働による地域づくりが成功するところ（または事例）には、その取り組み自体からモデル理論の構築が可能である。一方、世の中には、取り組みがなされても必ずしも成功しているとはいえない事例もあるはずである。

成功モデルの構築においては、何が成功に導いたかを最優先の検証の課題としたい。現在のところ、3つの仮説を設定している。①行政側の担当者のリーダーとしての資質と取り組み姿勢が成功へ導く、②地域住民（新住民・旧住民）に複数のキーマン的存在があり、集団を結束させ成功に導く、③行政側と地域住民側が共有して抱く理想の地域像を実現しようとする求心力が見られることの3点である。これら3点は、先の協働の仕組みづくりの基本的条件とする、荒木が掲げた5つの原則と共通するものである。

　自らが暮らす地域を理想の姿に変えるために、多数の住民が参加し行政と連携する地域住民の協働関係、地域住民と行政担当者との協働関係があることはもちろん、先の3つの仮説のような人と人との絆の強さ（ソーシャルキャピタル）がなければ、成功事例にはなりえないと考えるからである。以上の点を踏まえて参加協働型地域づくりに基づく成功モデルの構築を今後の課題としたい。
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・自然的･社会的条件


・風土景観(土地柄を


反映した風景)


・宅地化地域と


農村地域(混住化)


・町民(新旧住民）





「参加と協働」の効果





問題把握と解決方法の模索





今後の総合的な政策の発見





持続可能な地域社会のモデルの構築





「参加と協働」の効果





問題把握と解決方法の模索





今後の総合的な政策の発見





持続可能な地域社会のモデルの構築





・区長


・廃品回収


・公民館の管理








・自然的･社会的条件


・風土景観（土地柄を反映した風景)


・純農村地域


・2世帯住宅化


・住民


・瓦作りから農業へ





米生産調整への協力


｢農地・水｣集落協定


除草作業･お宮清掃


・　用水･道路清掃


・　かんがい組織








・常会･寄り合い･村座


　の開催


・消防団


・年間行事の運営


・校区の運動会


・集落の組運営


(冠婚葬祭)


・公民館の清掃


・堂ごもり


・願立て・願ほどき








公共政策の展開





地理的条件の把握











住民の参加








協働の関係


(行政と住民)





・「参加と協働」モデル


・基礎データの収集・加工


・研究対象地域：土山地区





・都市部における「参加と協働」モデル


・研究対象地域：秋津川周辺


・新たな「地域の文化・交流」への積極的活動





ボランティア拡大への行政支援





目標の共有化


「秋津川の再生」








対等性の確保


（住民と行政）





地域コミュニティの形成





・交流ステーションましき社会実験（情報交換）


・まちづくりサポーター支援制度


・小中学生によるまちづくり活動への支援











ワークショップの開催





【住民側】


区長会・ＰＴＡ・


町おこし塾等、12団体











・新規住民と旧来からの住民の交流機会を創出する


・多彩な交流イベントの実施


・住民参加型の


まちづくりシステム


・行政の支援（資金等）





目標１


「文化・交流拠点」の形成


目標２


「文化・交流軸」の形成


目標３


「地域づくり活動の場」の


環境整備





効果：都市と農村を結ぶ文化・交流活動の中心的役割


課題：空洞化が進む隣接する既存中心市街地の活性化








・農村部における「参加と協働」モデル


・研究対象地域：本土山地区


・伝統的な集落機能の維持システム





年間行事運営における


参加・協働








・校区の運動会・球技大会


・堂ごもり


・願立て・願ほどき


・祭








生活における


参加・協働





農業における


参加・協働








・常会･寄り合い･村座の開催


・消防団


・公民館の清掃


・区長


・廃品回収


・公民館の管理


・葬式における組運営（上組・下組）


・お宮掃除











｢農地・水｣集落協定


除草作業


・　用水･道路清掃


・　かんがい組織





＊農家と非農家の混住化








効果：参加・協働システムの伝統的継続機能


課題：高齢化と後継者不足に伴い、


　　　　今後、予想される農家戸数の減少





→農家と非農家の混住化により、新たなルールの確立
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